
章

教育改革の進展と自治体教育

行政の特性（その1)

1 研究の課題：どのような自治体において教育改革は進展して

いるか

l咽（／こおいて， 教育長の特性と改革の進展度合いとの 1間に統計的に有意な
閃辿が咀らかになり， 白治体（市111」村）レベルの教育改州の進展に対して教育

の諸符‘Itが規定要囚として作）］］していることが付犀明された． もう 一度確詔
しておけば， 教育長の年齢， 在任川］I二M1]， 経歴といった客観的な屈↑生と改革の

し‘ )との間に， 統計的に有意な閃連↑生は見られなかったが， 主観的に
認灰Ilされた， 教育長の態度志向や職務遂行スタイルといった特／「生が改革推進
要因として作用していることが明白になった． 改革のキ ー ファクタ ー とし
て， 一定の特性を伽えた教育長が存在し， そのリ ー ダ ー シップが重要な意味
を持つことが明らかになったわけである． とりわけ， 地域住民や教育関係者
と接触・交流を図りながら， 地域の教育間題について幅広く情幸位を収集し，
そうした情報を基に， 関係者， 特に首長や議員に接触して働きかけ，
屈の解決への連携・協働の意欲と1関心を喚起する悲炭と行動， collaborative
leadershipと呼ぶべき態度・行動パタ ー ンを持つ教育長が， 改革を推進する
上で大きな影翠限を及ぼしていることが示唆された．

しかしながら， 自治体レベルで行われる教育改革の推進といった教育行政
の政策過行に関わるアクタ ー は， 教育長だけではない． 教育長以外の教育委

会事務局， そして， 教育委員の任命権限， 教育予算の編成・執
ィ—-［権限を有する首長の動向が教育改革に影聾を与えることは十分に予想され
ることである ． さらに， 地域住民が地域の教育間題にどれだけ閃心を持って
いるか， あるいは， 教員団体が教育改革にどう関わっているかといったこと
も， 教育改革の動向を左右することが考えられる． とするならば， 教育改革
の批進条件を解明する，点で， ］�章において報告された訓査の限界は明らかで
あり， もっと広い視野から， 教育改革の打氾進要囚を把握する調査を設計する
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必要がある． 本章で報告する調査研·究とその分析は， こうした

づいて， 企圃 ・ 実施されたものである．

2 調査研究の基本的な枠組み

り『
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本章で報告する全国調査の基本的な枠組みの説咀から始めよう． 調査は，

教育改革の推進要囚の解明を1戸l[l勺とするもので， 理論的にいえば， 教育改革

の動向を被説明変数とし， それに影臀を与える要囚（説明変数）を発見すると

いう構図に晶づいている．

まず， 説明変数について述べたい． 教育改革に影繹を与えるアクタ ー はも

ちろん教育長だけではない． 自治体教育行政の政第過程に1]月わるアクタ ー

は， 教育長以外に， 教育委員， 教育委員会事務局， i庁長， 地域住民（団体），

教員（団体）など， さまざまである． ただ， 教育長がその中心に位囮している

ことは， l章の調査象古果からも推刹されることであり， 教育改革に関わる

明変数の選択に際しては， 教育改革のリ ー ダ ーとしての教育長という雌本的

前提から{_―li発できるだろう． そして，そのことを間提とした上で，教育長と，白

治体の教育行政に関わる，上記のさまざまな利害閃係者ないし当事者(stake

holders)ともいうべきアクターとが，どのような閃係を形成しているか，その

関係の在り方が教育改革の推進にとって重要であるという］祖論的仮定を饂＜ ．

つまり， 近年の自治体教育改革においては， 教育長が多かれ少なかれリ ー

ダ ー シップを発抑し， その結果として， 教育改革が進められている部分が大

きいということができる． しかしながら， そこでは， 教育長とさまざまなア

クタ ーとの相互作用が展開］されており， それが改箪の動向に影闘を及ぱして

いることは十分に推測される． 教育長のリ ー ダ ー シップだけで改革が推進さ

れているわけではない． 事実， 改革推進に対する教育長の影臀力は規模の大

きな自治体ではあまり目立たなくなることがデ ータとしても明らかになって

いる 1)． これは， 教育改革0)j仕進においては， 自治1本におけるほかのアクタ

の特性， とりわけ， ほかのアクタ ー と教育長との関係のありようが改革に関

わっていることを暗示する．

そこで， 教育長は改晶推進のリ ー ダ ー であることを調査設計上の理論的前

提とした上で， 教育長と， 上記した自治体教育行政のアクタ ー との関係梱造

こそ改革の推進にとって重要な意味を持つのではないかと考えたのである．

すなわち， 白治体教育行政における政策過利［の主要アクタ ーである教育委員

や首長や事務局などの関係当事者との関係が， 教育長のリ ー ダー としての行

動の場を深く規定し（ある時は， 促進し， ある時は， 抑制し）， それが結局，

繹ば忠識に址

説
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教育改吊の推進を左右するのではないか， 改革推進要因として働いているの
ではないかというわけである．

いいかえれば， われわれは， 自冶1本レベルにおける教育改革の推進という

現象に1弘lして， つぎのような想定を行い， 調査の枠組みを設計したというこ

とである． すなわち， 教育長は， 地方教育行政機関の最高執行責任者(chief
executive officer, CEO)としての地位にあり， 自治体教育行政をリ ー ドす

る立場におり， 事実， リ ー ダーとして行動し， 改革の推進に大き< |関わって

いる． しかし， その影罰力には自治体規模によるバリエ ー ションが見られる

ことから， 教育改革を推進する教育長のリ ー ダ ー シップも， 教育長の掴かれ

た自治体教育行政の場＝状況の特質に影響されると考えられる ． そこで， 改

革を推進する要因をより広い視野から解明するためには， 教育長のリ ー ダー

シップを規定していると考えられる自治体教育行政の場＝状況を構成する諸

要囚のありようを明らかにする必要がある．

本章で用いる調査においては， 教育長を取り囲んでいる自治体教育行政の

場＝状況を構成する要因カテゴリ ー として， 教育委員会（狭義）の特性， 事務
局の特性， 首長の特性， 地域住民の特性，教員団体の特性の五つを取り上げ，

表2-1 自治体教育行政の場＝状況を柚成する諸嬰因

l)教育委員会（狭：教育委員会の梱成
義）の特性 教育委員会会議の特徴

教育委員の役判
2)事務局の特'|ヰ：酋長部局との連絡調謄委員会の有無

外部有識者会議の有無
教育委員会内音11の改革検討委員会の有無
学校との連絡調整会議の有無
意見収集窓口の有無
派遣指導主事数を含む指専主事数
社会教育：：l:．：事数
教育研修センター設樅の有無
Tll務局の役割

3)]判長 の特 '|‘•生： l＇9.，i長｛象
首長の教育行政・政策過程に対するスタンス
教育問題にかかわる首長の議会答弁の有無

4) fi:．民の特 ，1！l；・．住民｛象
住民のリ ー ダーの役割

5)教員団体の特性：教育委員会との定期的な会談の有無
教員団体の役割
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それを説明変数として， 組み込んだ． そして， その際， それぞれの要因カテ

ゴリーを表す質I]-i]項目を， 表2-］のように， もっとも埜本1
1
1;、］な特性を把握す

るための要素に注目して設定し， 教育長との関係を表す指標となるような質

間内容を構成した．

つぎに， 被説明変数についてであるが， 教育改革の領域としては， 例えば，

教育委員会の組織・機構の改革， 学校との関係の改革， 地域との関係の改革

といったカテゴリーが考えられる． しかし，今日の教育改革の動向を見ると，

表2-2 教育委員会の取り糾む学校支援策

質I{ Il項I□ 1 
1 学：校↑？即規j/lJの見iiりし
2 意見具1110)手続きの見直し
3 特別非常勤講I9ii1j採）

―
Il0)校長委任

4 校長裁鼠経費の配分
5 学校裁惜予鍔0)配分
6 独自の学力調査の実施
7 学力向上プランの作成
8 自己点検・評価の手弓Iき内の作成
， 個別指導記録モデルの作成
10 学習間害児対応の手引き内の作成
l l 個に応じた指尊0)手引き書の作成
12 地域人材活！廿予算のi翡闘
1 3 独自の研究指定校制疫
l 4 独白の甜l教材の作成
l 5 独自経費による少人数指導加配
16 独白経費によるカウンセラー配i筐
17 総合的学習の時llilの資料の作成
18 独自経費による心の教室相談員の配間
19 学校訪I1月の見直し
20 人材開発的教員研修への支援
21 校長の組織マネジメント研修
22 学社連携担当職員の配置
23 学習情報ネットワ ー クの構築
24 情報担当指尊主事の配置
25 カリ キュラム間発のための人材配置
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もあり， 糾緑・機村んの改晶や地域との閃係に閃する改革よ
り も， 学校との閃係に閃する改革， とりわけ， 学校支援に閃わる改晶が政第

として重要な應味を柏つといえる． 実際， 教育改晶に意欲I1内に取り組ん
でいる先進化）な自治体における その改吊の多くは， この種の改晶：であり， そ
う した改革にこ そ 白治1本ごとのバリエ ー ションが生ずると考えられる． その
ことを芳附して， 白恰1本レベ）レの教育改晶という場合， 学校支援に閃わるも
の（以下， 学校支援策）に限定し， それに教育委員会がどう 取り糾んでいるか
を被説lリJ変数の指標とすることとした．

につし）ては， 先行｛叶究のレビュ ー
2) から示唆された学校づくり

を支扱する1.〔．で重要な意義を持つ厠集・事業のカテゴリ ー として，
怖限の拡大， ガイドライ ンの設定とそのモニタリ ング， 学校の組織椛力のI附
発(l『月妾的， 間接化））を念煩に樹きつつ， それぞれに1見l辿する改九！［の取り糾み
を糾み込んだ． それは， 表2-2の通りである．

したがって， 本草の韮本的な課題は， ここでの則論IflJ']な視角からいえば，
これらの支扱策への取り糾みとして把握された学校支援の教育改革に もっと
も禎極lll; 、 ー］な 白治体は， 教育長の附かれた11□1‘i台1本教育行政の場＝状況として，
どのよう な特質を有しているのか， を明らかにすることである． そのために

2004年の］月および7月に実施した， 市区町付教育長を対象とす
る全国調査のデ ー タの分析を通して， その間いを解叫する．

3 調査対象とサンプル

調査対象は， 市教育委員会と東京特別区教育委員会および， 人口3万人以
上の町村教育委員会は悉皆， 人口3万人未満の町村教育委員会は半数打l出と
した（組合設置の教育委員会は調査対象から除いている） ． I町村を半数1]り出す
る際には， Ill」

・

・村共に］都道府県から それぞれ半数を打廿出した． また， これ

表2-3 行政区分刈0)|LII収数

課頌



4 '学校支扱の教育改L'在の進展 を規定 する嬰囚の分析 [
I
 

)
J
 

ヽ

らの教育委員会の抽 出 に 当た っ ては， 『平成］5 年版
(2003 年 5 月 ］ 日 現在） を用 いた． そ の際， 田町村合併の進展があるた め に，
そ の ほ かに 国 土地理協会編 『平成 1 5 年度住民基本台 帳要覧』 も参照してい
る． 行政区分別の送付数， 回収数， 回収率は表2-3の通りである．

回収率は， 全体として， 70 . 4％であ り ， 郵送調査としては高い1旦［収率とい
える． 行政 区分別のサ ンプル数についてい えば， 由教育委員会は， 回収率が
64 . 1 ％ である こ と， 東京特別区は 56 . 5%と若 •干低 く な っ ているが， Ill］ ・ 日 共
に， 70％を超 える高い回収率である． したが っ て， こ の訓査サ ンプルは， わ
が国における市町村の どのレベルをと っ て も， そ こ における教育改革の規定

を推定するに十分な サ ンプルとい え よう ．

4 学校支 援 の教育改革 の進展 を 規定 す る 要 因 の分析

こ こ で は， つ ぎのよう な操作を行い， 学校支援の教育改革の動 向を規定す
る要因の分析を試みる． まず， 各教育委員会の取 り 組んでいる支援策の実施
状況に関する 4 段階の回 答 （ 「すでに実施している（実施する こ とが決定して
いる）」， 「検討課隠とな っ てお り ， 実施する可陀性が高い」 ， 「検討課題と な っ
ているが， 実施する可舵性 は低い」， 「検討課題とな っ ておらず， 実施する可
椛性 は ほとん ど な し 廿 の 4 段階の回答） を得点化 （ そ れぞれに， 4 点， 3 点， 2
点， 1 点を与 え た）した ものを指標として， 総合改革進展度という 変数を構成
した． そ して， 総合改革進展度の平均値を求 め， 平均値を境に， 改革進展度
の高 い教育委員会と低 い教育委員会に分け， そ れを分析上の被説明変数とし
た． こ こ で， 「検討課題とな っ ており， 実施する可能性が高い」 とは， まだ実
施してい ないし， 実雁 も決定してい な い が， 教育委員会会議での議論
ま り ， あと は最終の決定が残されているという 状態にある場合や， 教育委員
会会議に おいて， 肯定的意見が多い場合を指す． 「検討課題とな っ ているが，
実施する可能性は低い」 は， 検討課題として提案されたばか り で， 検討材料
とはな っ ているが， そ の決定に は まだ時間がかかる こ とが予想された り ， 教
育委員 会会議で反対意見が多い場合を指している． 「検討課題とな っ ておら
ず， 実施する可舵性はほとん ど ない」 は， 文字通 り 当 該支援策が政策課題に
な っ て い な いため， 実施の可能性が な い こ とを指している． したが っ て， こ
こ で いう 改革進展度 と は， 各改革案の実施の有無 と いう 二者択ー的概念で は
な く ， 広 く 教育委員会の教育改革への取り組みの状態 まで含 砂概念である．

他方において， 教育長との関係における自治体教育行政の主要な 当 事者 な
いし ア クタ ーの諸特性， す なわち， 教育委員 （会）， 事務局， 首長， 住民， 教

全云I粒百委呂全・ー・！脱！

製I人l
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員団体の そ れ ぞれ は ， 教育長 に と っ て， ど の よ う な 存在 な のか， あるいは，
ら見て， どの よ う な関係を形成し ているのか と いう， そ の特徴を分

析」こ 0)況明変数 と した． そして， そ れら訛明変数 と 被汎明変数 と の 関係をク
ロ ス 集計 と いう分析手 法を用いて明らかに し， も っ て， 改革進展度 に 影聾を
及ぱ し ている諸特性としてどの よ う な ものが あるのかの ［作明を試みる．

こう し たク ロ ス 集計の 結果， 統計1flく］ に有意 な 関連性 の見られた諸特性は，
教育改哨 の推進されている 自 治体の教育行政の場 ＝ 状況を構成する要因 と み
なすこ と ができる ． つ まり， 関連 の明らかに された主要アクタ ー の 諸特性の
在り方は， 自治体 レベルの教育改革 に 悶連する要因 と い うこ と であり， わ れ
わ 札の I里論的視角からい え ば， リ ー ダ ー と し ての教育長に対して， そ の行動
を刺 激するこ と に よ り ， ある時 は改革推進1!！勺 に， またある時は改革JJ]］制的 に
作川 する白治体教育行政の場＝状況を構成する翌囚 と し ての 意味を持つの で
ある． 以下， アクタ ー の 特性 ご と に分析結果を示 し ていくが， そ こで は ， 改

と の間に 1 ％ の 水準で有意な 関係が明らか と なった変数 に ついての
み， ク ロ ス 集計表を提示する．

( 1 ) 教 育 委 員 会 （狭義） の特性
教育委員会 （狭義） の特性 と 改革の進展度 と のク ロ ス 集計 の 結果， 教育委員

会 （狭義）の 特性 と して設定 し た項 目 の う ち， （a）教育委員会の構成， （b) 教育
委員会会議の特徴， （c）教育委員が果たしている役割 の 三つ の 項 目 で両 者 の
間に 統計的に有意 な 閃係が現れた． これら三つの項 目 の そ れぞれ に ついて，
ク ロ ス 集計の 結果を確認 し てい こ う ．
(a) 教育委員会の 構成

教育委員会の 構成に ついては， 「政治手腕 に優れた委員が多い」， 「行政手腕
に優れた委員が多い」， 「教育識見に 悩れた委員が多 い 」 の 三つの質問項 目 に
関する回答を基に分析を行った． 分析 に 当たっては， つ ぎ の よ う な 手順で変
数化した門 質問項 目 に対する 5 件法 の 回答 （ 「 よ くあては まる」， 「 あ て は ま
る」， 「 ど ち らで もない」， 「 あては まらな い」， 「 全 く あては まら な い」 ） を基 に
「 よ く あ ては まる」 と 「 あては まる」 と をあ わ せ て 「 あては まる」， 「 あ て は ま
らない」 と 「全く あ ては まらない」 と をあ わ せ て 「 あ ては まらな い」， そ して
「 ど ち らで もない」 の 三つのカテ ゴリ ー に 分けて分析を行った．

政治手腕， 行政手腕， 教育識見の そ れぞれ と ， 改革遮展度 と のク ロ ス 集計
を行ってみる と ， そ の結果は， 政治手腕 と 行政手腕 に 関 し ては， 行政手腕 に
若干 の 傾向は見られたが， 両者 の間に教育改革の進展 に対する統計的 に 有意

教百長．2>

石迎疑度
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表 2-4 教育委 員 会 の枠i成

改革進展度

1 ド9 ·9 ー クj 低
ィに1 呑1 , ． 1 一

4 85 389 87 4 
あ て は ま る

55 5% 4 4 . 5% 1 00 . 0% 

86 1 65 25 1  
教育識見 ど ち ら で も な い

34 . 3% 65 . 7% 100 0% 

1 7  1 9 36 
あ て は ま ら な し )

I 4 7  2% 52 8% 1 00 . 0% 

588 573 11 6 1  
ム口 苔I, 1 ． 

」 50 6% 4り ． 11 % ] 00 0% 

p < 0 . 0 1 

39 

な 関係は見出されず， 教育織見の み が改革進展度との 「間に有意 な 関係が見ら
れ た （表 2-4) .

教育識見を有す る 教育委員から教育委員会が構成さ れて い る 場合に， 改革
の進展度 の 高い教育委員会が多くな る ． 教育委員会が教育識見を有した委員
で多く 占 められてい る こ とが， 改革の進展に明確に影闊を与えてお り ， そ う
し た 教育委員会の助言 や支援があ る 場合 に ， 改革は進展していくといえ る ．
(b) 教育委員会会議の特徴

教育委員会会議の特徴と改革進展度との間の関係に つ いては， 「会議では
多 様 な 意見が 自 由 に交わされ る 」 ， 「提案された 議題について活 発 な 議論が展
開され る 」 ， 「反対意見で も自由 に 発言 でき る 雰団気があ る 」 ， 「提案され た 政
策 に関してはあ ま り 発言はない」 ， 「提案された政策 は その ま ま認められ る こ
とが多い」 ， 「会議は教育長の リ ードに よ っ て展開され る こ とが多い」 の六つ
の質間項 目 を分析 に 用いた ．

分析の結果， 「 提案された 議題 に ついて活発 な 議論が展 開され る 」 と 「提案
された 政策に関しては あ ま り 発言はない」 の二つ に 関して改革進展度との間
に 有意 な関係 が見られ た ． まず， 「提案 さ れ た 議題 に ついて活発 な 議論が展 開
され る 」 に 「 あては ま る 」 と答えてい る 教育委員会では， 改革が進展してい
る 教育委員会が過半数を 占 め ， 反対に 「 あ ては ま ら ない」 と答えた 教育委員
会 の 52 ％ が低い群 に 属してい る （表 2-5) ． さらに， 「提案された政策に関して
は あ ま り 発言はない」 とい う ， 会議が不活発で あ る こ とを表す質問項 目 に 関
しては， 「 あては ま る 」 と答えた 教育委員会， す なわ ち ， 会議での発言 が あ ま
り な い教育委員会では改革進 展 度 が低 い 層 に 属 す る ものが 過 半数と な る

， 



4 (） 2 ,,；
’
i． 教ff改，ドの巡展 と 日 治体教fi行政の 特性 （ そ 0) l) 

表 2- 5 活発 な 議論が交わ さ 札 る

改吊：進展度

あ て は ま る

活 発 な ，，義，誦力；
I ど ち ら で も な し )

交 わ さ れ る

あ て 且 ま ら な し ＼

I'，.，＇j 低
／ヽ苔＿
9 ―― l I, 1 

p < (l . (） l 

表 2 - 6 政鋲 に 関 し て あ ま り 充言 は な い

言 が な い I :14 1 %  55 9% l (）0 0% 

1 363 297 6 6 l )  
あ て は ま ら な し ' I

45 0% ]()() 0% 55 0% 

! 
585 566 11 5 ]  

合 計
I 5(） 8% 49  2 %  I 1 00 0% 

p < O  O J  

52％ を 占 め， 「 あ ては まらない」， つ まり， 会議で積極的に 発言があ る 教育委
員会については， その 55％で改革進展度が麗 く なってい る （表 2-6) .
(c) 教育委員が果たしてい る 役割

第三 に 教育委員が果たしてい る 役割と改革の進展度 と の関係を分析した．
分析 に ）llいた質I{il項 目 は 「教育委員が実際 に 果たしてい る 役割」 に 関す る 質
間項 目 で あ り， 具1本l'、内 に は 「 教育政策 の 提案をしてくれ る こ と が多い」 ， 「教
育政策 の アイデ ア を提供す る ことが多い」 ， 「地域住民の教育ニー ズを伝えて
く れ る ことが多 い」 ， 「首長 と の 調 整 に お い て重要 な 役 割を担ってい る 」，
「 PTA な ど の地域 団体との 調整 に おいて重要な 役割を担ってい る 」 を用いて
し ヽ る ．

分析 に ）甘いた委員の果た し てい る 役割 の 中で， 改革進展度と有意 な 関係が

政菜に関し
てあまり発

□- 口

□ 三

―

□□ l(）（LIl%
-,-、. ] 6s | l 1 5 2 

合 計

「i/j糾

|
―ー

ロ
—

iii 合計

71) 76 1 4 [i 
あてはまる

47 9% 52ーロ• 1 % I JOO 0% 

どちらでもない 1

152 345 
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見 ら れ た ものは， 「教育政策の提案が多 い 」， 「教育政策のア イ デ ア を提供する

こ とが多い」 であ っ た （表 2-7, 表 2 -8). そ の一 方で， 「地域｛主民のニ ー ズの

提供」， 「地域団体との調整」， 「首長との鯛整」 に関しては， 統計的に有意 な

関係 は 見 出 さ れ なか っ た ．

教育委員が， 教育政策の提案が多 く 教育政策のア イ デ ア を 提｛共 す ることが
多 い 場合に， 改革進展度 との間に有意 な 関係 が見出 さ れているこ と は ， 教育

委員の有益な助言 や ア イ デ ア の有無が， 改革の進展 を 左右 する重要 な要因の

一 つであること を 示している ．

以上の分析は， 何 を 示唆しているのか． ま ず， 教育識見に優れた 教育委員

教育政策

の提案が

多 い

表 2 -7 教育政第 の提案が多 い

あ て は ま る

ど ち ら で も な し )

あ て は ま ら な い

4
l 

:ふ:I 翌
I
I ． l ＇ ·  

改，礼進展炭

低

27 4 220 

55 5% 11 4  5% 

227 24,1  

48 2% 5 1  8% 

84 l IO  

43  3% 56 7 %  

585 5 7 4 

50 5% 49  5% 

合i;•I-

, l i) 4 

] （） l) 0% 

4 7 1  

J OO 0 %  

194 

1 00 0% 

1 1 59 

l (）（） 0% 

p < 0 .  0 1  

表 2 -8 教育政 策 の ア イ デ ア を 提供 す る

改革辿展疫

| 
ムに1 荏1 , 1 — 

-，I ヽ芍9 ) ― 低

298 229 :i27  
あ て は ま る

56 5% 43 5% 100 0% 

教育政策の 2 ] 3 248 4 6 1  
ア イ デ ア を ど ち ら で も な し i

提供 す る 4 6  2% 53 8% 1()() 0% 

77 97 l 74 
あ て は ま ら な い

44 . 3% 55 7% 1 00 0 %  

588 574 1 1 62 
令9_1 �

吾1 ] | 
50 6 %  4 9  4 %  1 00 0% 

p < 0 . 0 1 
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4 2  2 章 教育改斗 の 進展 と 自 治体教育行政の 特‘性 （ そ の ］ ）

が多 い教育委員 会 で あ る こ と ， そ し て 教育委員会会議 で は 活 発 な 議論が展開

さ れ る 教育委員会 で あ る こ と ， そ し て ， 教育委員 が， 教育長 に と っ て ， 政策

を 提案 し て く れた り ， 有益 な政策上 の ア イ デ ア を 提供 し て く れ る よ う な 存在

で あ る 教育委員 会 に お い て は ， 学校支援へ の取 り 組みが進んで い る と い う こ

と で あ る 。 こ の こ と は ， 教育委員会 が本来期待 さ れ て い る 機能 を 回復 す る こ

と ， す な わ ち ， 教育識見が高 く ， 委員 と し て の 使命感 を 持 つ 教育委員 が い て ，

活発 な政策論議が な さ れ る 教育委員 会 の 存在 （ あ る い は ， 教育委 員 会 会 議 が

政策 フ ォ ー ラ ム と し て 機能 し て い る 教育委員 会 ， と い っ て も よ い ） が， 改革 を

推進 し よ う と す る 教育長 に と っ て ， 大 き な刺激で あ り ， 支 え に な っ て い る こ

と を 示唆 し て い る ．

( 2 ) 教 育 委 員 会事 務 局 の特性

教育委員 会事務 局 の 特性 に 関 し て は ， （a ） 地域住民 の 意見収集 窓 口 の 設置，

(b) 首長部局 と の 連絡調整委 員 会 の有無， （c） 外部有識者会議 の 有無， （cl ) 教

育委員 会 内 部 の 改革検討委 員 会 の 有無， （e） 指導主事の配置数， （f） 教育研修

セ ン タ ー の 有無， （g） 教育委員 会事務局 の 果 た し て い る 役割 の 各項 目 と ， 改

革進展度 と の 間 に 有意 な 関係 が見 出 さ れた ．

(a ) 地域住民 の意見収集窓 口 の 設置

地域住民の 意見収集 窓 口 の設置 に つ い て は ， 窓 口 を 有 し て い る 教育委員会

の 69％ が改革進展度 の 高 い群 に 属 し て い る の に対 し て ， 窓 lコ を 有 し て い な い

教育委員 会 の 57％ で改革進展度が低 い と い う 結果 と な っ た ． つ ま り ， 地域の

意見 を 吸 い 上 げ る ）レ ー ト が設定 さ れ て い る こ と は ， 改革の 進展 と 密接 に 関係

し て い る の で あ る （表 2-9) .

表 2 -9 意見収集窓 口 の有無

改革進展度

高 1 低

222 1 00 
あ る

意見収其窓口 68 9% 31 1 %  

の 有無 352 466 
な し ）

43 0% 57 0% 

574 566 
ムに

ヽ

1 舌13 1 

50 4% 4 9  6% 

^ き- 1-
にI I1 1 

322 

1 00 . 0% 

818  

100 0% 

1 1 40 

1 00 . 0% 

］） く () () 1 
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(b) 首長部局との連絡調整委員会の有無
首長部局と連絡調整を行う 委員会の設闘の有無 に ついては， ま ず，

てい ない教育委員会の数が多数ではあ る ことがわか る が， このことは，

43 

レベルでの首長部局と教育委員会事務局との間で人事や予算編成 などの糾織
連営や政策連営上の統合が遮 んでお り ， 両者が組織として一体化されてい る
現状が背景 にあ る と考 え られ る 門 つ ぎ に ， 改革進展度との関係を見 る と， 設掴
していない教育委員会では改革が進展してい る 教育委員会とそう ではない教
育委員会が拮抗してお り ， 特に改革が進んでいないという わけではない． しか
し， 設置してい る 教育委員会では改革が進展している 委員会が 69％を 占 め ，
明らかに 多くなってい る ． このことは， 首長部局との十全な連絡調整という
ものが改革の進展に とって重要な意味 を持 つことを示唆してい る （表 2-］ （））.

表2- 1 0 首長部局 と の連絡調整委只会
改革巡展嵐

←
1 
一（9a こ9 → ] 低 合叶

67 3 (） 97 
あ り

首長部局 と の連絡 69 . ］ % 30 . 9% 100 . 0% 
調整委員会 505 54 1 1 046 

な し 48 3% 5 1  7% 100 . 0% 
572 57 1  l l 43  

今l=I 叶II 50 0% 50 . 0% 100 . 0% 
p < 0 . 0 1 

(c) 外部有識者会議の有無
外部有識者会議の設置の有無と改革進展度との関係では， つ ぎのよう な 点

表2-1 1 外剖；有識者会議の設岡
改革巡展度

合計
lロwJ 低

1 08 36 l 4 4 
あ り

外脊I·；有識者 75 . 0% 25 0% 1 00 0% 
会議の設置 477 536 1 0 1 3  

な し
47 1 % 52 9% 100 0% 

585 572 1 1 57 
今l=l 叶II I 

50 . 6%  49  4 %  10 0  0% 
p < 0 . 01 

設瞳し

事務局
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が明 ら かとな っ た． 全体としては， 外剖｛化識召会議 を 設 附して いる委員会は
少数で あ るが， 設liりして いる教百委員会に注 目 する と ， その 75％で改革が進

展しており， 設附して い ない教育委員全で は その過半数 て‘改品が進展 し て い

な いことがわかる （ 表 2 - 1 1 ) ． す なわち ， 外部仔識者会議の有熊は， 改革進展

度と閃係 が見られるとい える．

(cl) 教育委員会内部の改革検吋委員会の有乳札

会内竹I-；の改叩検討委員会の付無 と改革進展 度 との関 係 に つ い て

は， 全体としては， 改革＿検討委員会を 設買して い る教育委員会は少数では あ

るが， 改伯検討委員会を 設脳している教育委員会では， 改革巡展度が贔 い 教

公が 8(） ％ を 超えるが， 設 筐して い な い教育委員会では， 改革巡展 度が

低 い 教育委員会が多数 を 占 める結果となり， 両者の間には閲連のあ ることが

明 ら かで あ る（表 2 - 1 2 ) .

表 2- 1 2 改，＇化検討委員会

改，
＇
！『 進 展 良

／I 
:ふ_l ·

I 
そ�i ＿ I -

~ i ,t _t, J {J \ 

89 20 1 09 
あ り

改革検詞 81 7% 応 3% ] ()() 0 %  
ぷク· ↓＇●

�•ご↓9 ノ-£‘S 4 7 7 況() 1 020 
な し

4 6 . 5% 53 5% ]()() 0% 

566 569 l ] 35 

49 . 9% 50 1 %  1 00 0% 

p < 0 . 0 ]  

と改革進展度 との関係 を 見ると， 指尊主事の人数が多 い

ほ ど， 改箪進展度の高 い教育委員会が 多 数になって いる． 具体的に言え ば，

いな い教育委員会では， 改革進展度が高 い 群に属 する教育委員会
が 3 1 % にす ぎな い が， 指 鴎 主 事が 2 人 いる教育委員会になると， その 7 4 %

が改革進展疫の高 い 群に属 する ． そ の傾同は， 指 導 主 事が多 く なる ほ ど 明侃

に な って いき， 11 人以上 の教育委員会では， 実にその 95％が改革進展度が高

い 屈 に属 して い る （表 2 - 13) ． こ の こ とか ら ， 教育に閃 する専 門 的な知識 を 有

する指蔚主事の配i置の有無， そして， 多 数の指尊主事の存在が， 改革の進展

を 支 える重要な人的リ ソ ー ス となって いることが理解できる．

教育委員

育委員

(e)指焉主事の配置数

指導主事の配置数

指尊主事が

合 計
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表 2 - 1 3 指導主事の配附数
改栢巡展度

（） 人

I｝・り
l 4 5 

t
 
Iぐ
,‘

 

メヽ らそー 一
9二l ii 1 

3 1 8  
I 

46J  
3 ]  · 3% | （ぶゞ . 7% I 1 00 . 0% 

1 人
l 2 7 1 2() 256 

4 9 .  6% | 3 (） ． i % | l (）（） ． 0% 
2 9 l l l 

2 人
指羽主’lio) 26 l % J OO 0% 
配ii付数

6~ 1 () 人
I
1-8-3 . 8-6% 

2 

58 | 3 | (i l 
l ] 人以l ム

・

95 1 %  4 9% l (）（） （l% 
570 3̀ 1 8 1 088 

合 ，il
52 4 %  

4
7 6% 1 00 0% 

p < 0 . 0 1  

f ) 教育1叶修 セ ン タ ー の有無

教育研修 セ ン タ ーの有無と改革の進展度 との関係では， セ ン タ ー を設償して

) る教育委員会の数 自 体 は 少ないが， セ ン タ ー を 有し て いる教育委員会にお い

： 改革進展度が高い教育委員会が 7 7 ％ にの ぱ り ， セ ン タ ー を設闘し て いな い

し育委員会に お い て は ， 改革進展度の低 い 教育委員会が 56％ に も の ぱると い

） 結果 となった ． すなわ ち ， セ ン タ ーの設罹は， 改革の推進要因 となって お り ，
':'. ン タ ー は ， 改革にとって 重翌な抑進力であると いう こ とである （表 2-14 ) .

表 2- 1 4 教育研修セ ン タ ーの行無
改，11,；進展度

-
| 
し9．� 1 9 ．J ． 

ーロ低 22!） 1 77 
あ り

教百研 修 セ ン 1 -1 -1 J‘) （ん） 22 7% ]0(） 0% 
タ ー のイ］無 4 06 52 1 927 

な し

口I 
i 

4
3 

50 .

8

4

% 

% 

56 2% J O() . 0% 

^ 1._1 -1 ;1 
-I 

p < O  0 1  

ム＼号c
に1 1l  l 

I I 

i 

S2 

73 9% 

l)（i 2 7 123 
3~5人

78 (1% �2 0% l 1)（1 0% 

12 7,1 

Iii 2% ]()() 11% 

□ 



4 6  2 芍 教百改加 の悲展 と 白 治体教育臼政の特性 （ そ の 1 )

(g) 教育委員会事務局の 果 たして いる役割
の 果 た して い る役 割 と改革の進展 度 との関係 を 分析 し

た． 分析に当 たっては， 「 教育政策 の 立 案上の ブレ ー ンである」 ， 「教育政策実

施時に， さ ま ざ ま な ア イ デ ア を 出 して く れる」 ， 「教育政策 の 具体化に貢献し

て い る」 ， 「学校 や地域 社 会 の ニ ー ズ を 把腟する上で必要不 可 欠 な 存在であ

る」 ， 「首長（首長部局） との調整に際 して重要 な 役割 を 担っている」， 「学校や

との間 の 調整 に役立って いる」 の 六 つの質閂項 目 を 用 い た．

こ れら六 つの 教育委員会事務局の 役割 の それぞれと改革進展度との ク ロ ス

を 行ったと こ ろ ， す べて の 項 目 に関して， 有 意 な 関係 が見られた（表

2 - 1 5～表 2-20) . つ ま り， 事務局が教育長にとって， 政策立案上 の ブレ ー ン と

して機能 し， 政策実施に際しても ア イ デ ア を 提供し， 政策の具体化に貢献し

て いる こ と， さ らに， 地域のニ ー ズ の 把握に不可欠 の 役割 を 果 たし， 首長部

局や学校との 意見調整にも役立って いる こ とが， 改革の進展にとって重要 な

を 有 して いるとい える．

こ うし た事実は， 教育長が改革 を 推進し よ う とする場合， 事務局の組織能

カ ( organizational capacity) が不可欠 な 役割 を 果 たす こ と を 物語って い る．
， 教育指導行政 の ため の イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ュ ア が整ってお り ， 専門

的 教育職員がい わ ゆ る有 舵 な 政策 ブ レ ー ン (organizational i ntel ligence) と

して活動し， 技術専門 的情報によって教育長の改革推進 を 支 え ， 他方で， 首

長部局のみ な らず， 地域の 有識者， 学校閃係者， 一般住民 な どとの 間に， 組
織 の 内外にわたって連絡 ・ 調整 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の広範 な ネ ッ ト ワ ー ク
が事務局に よ って構築 さ れて い る こ とが， 地域の 教育問題に関する政治的情

表 2- 1 5 教育政策立案の ブ レ ー ン

改革進展度
-砂- 低

ム口 忌
9 , 1

456 34-1 800 
あ て は ま る

57 0% 4 3 . 0% ] 00 0% 
教育政策立 97 1 67 264 
案 0) プ レ ー ど ち ら で も な い
ン 36 7% 63 . 3% 1 00 . 0% 

30 59 89 
あ て は ま ら な い

33 7% 66 . 3% 1 00 . 0% 

583 570 1 1 5:3 
今1_� l 呑I l 1-

50 6% 49 . 4% 1 00 . 0% 

p < 0 . 0 1  

教育委員会事務局

教最

集計

意味

一方で



4 学校支援 の 教育改革．の 進展 を 規定 す る 要 因 の 分析

表 2- 1 6 教育政鍛実施0) ア イ デ ア の提供

改革迎展炭
ノに入1 呑! , 1 

-
I
均·-△ 低

432  336 768 
あ て は ま る

56 3% 43 8% 100 0% 
教育政策実施 1 23 182 3(）り
の ア イ デ ア の ど ち ら で も な し i

捉似 4 0  3% 59 7% 100 0% 

28 52 8(） 
あ て は ま ら な い

35 0% 65 0% 100 0% 

583 570 1 1 53  
合 汁

50 6% 4 !) 4% JOO 0% 

p < 0 . 0 1 

表 2- 1 7 教育政策 の 具体化 に 頁献

改革進展／斐
合，；l ， 

I 低晶·-

525 4 53 978 
あ て は ま る

|537% 46 . 3% ]00 . 0% 

50 92 1 42 教育政策 の 具
ど ち ら で も な し )

□ 64 . 8% 1 0() . 0% 体化 に 貢献
l 

7 23 3 (） 

あ て は ま ら な い
1 00 0% □3 3% 76 . 7% 

582 568 1 1 50 
令ICI 叶II 

□0 6% 」I 4 9 . 4 %  | I 100 . 0% I ` 

p < 0 .  0 1  

表 2- 1 8 地域 の ニ ー ズ 把握

改革進展度
合計

lト9］ 9J 低

48 1  405 886 
あ て は ま る

5 4  3% 4 5 .  7% 1 00 . 0% 

地域の 82 1 38 220 

ニ ー ズ把握
ど ち ら で も な い

37 3% 62 7% J OO 0% 

20  26  46  
あ て は ま ら な い

4 3  5% 56 . 5% 100 . 0% 

583 569 1 1 52 
ムにI 全n l ・

50 6% 49 . 4% 1 00 0% 

p < 0 . 01 

4 7  

， 

I ' 



岱 2 り＇； 教合改吊0)瓜展 と 「1 古体教百行政0)衿性 （その l )

表 2-19 {',1長 ([‘ij之部｝，，｝） との連絡，仇l幣

I’'『k ([＇『
Jミ名1;）， ,} ）
との連絡
, J「;l舟名

p 〈 ｛) ． I ) l 

表 2-20 '予校や教員 と 0)』削作

あ て は ま ら な し )

合 ，i|

4 5 368 8 ] \) 

5s2 I 570 I 1 1 52 
り(l . 5% I 1 9 . 3% | l (）（） ． 0% 

p < 0 . 0 1 

祝の伝達と交換を促すのみな ら ず， 主要なアクタ ー （関係 当 事者） 間のパ ー ト
ナ ー シ ッ プ意識を醸成し， それが， 間題解決＝改革への教育長のスタ ンスを
後押ししていると推翡されるのである．

(3) 首 長 の特性
•-.： に首長の特1生と改革の進展塵 と の間の1関係を見ると， （a） 首長｛象， （b）首

(c) 首長の教育行政 ・ 政策過程 へのスタ ンス に 関して，
改革進展度 と のI！り に有意なI焚l係が見られた．

( a ) 首長條
首長像 に 関する分析 に は， 「地域の教育間題を投先的な政策課題の一つ と

,,.,,.. 
牙う二

［ 
改＇噂展12 1 

, ―, •, -＇ 合，：― |

1あCはまる ［／：こl|＿＿fl□]ーニ

127 I l I どちらでもなt l ピ

I 
1、ll.三|

―
3:

あてはよりない □□
／

五―

合ii
�II:，` ； 

l□ b% □□］］］；；二

学校や教員と
の鼎料柊

改吊進展度

i.:； I イJし
合計

あてはまる 1 
I ss 1% I,14 9% 11011 0% 

とらりてもないニ口／三

35 I 甜

1011.11% 

こー＿

長の議会答弁の付無，
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している」， 「 地元のニー ズ を把握するため に， 地域の教育I:iil題に つ い て
長 に 意見 を 求 めることが多い」， 「国や県， ほ かの市町村の教育政第 に ついて
情報通である」 ， 「教育政策のア イ デ ア が盟冨である」 の四 つの質間項 日 を用
し ) fこ ．

分析の結果， 使用したすべての項 目 と改革進展度との1間 に ， な閃係 が
見られた （ 表 2-2 ] ～表2-24) .

す なわ ち ， 地域の教育問題 を 優先的な政策課芯の一 つ としてお り ，
に 意見 を 間 く な どして， 地元 の 教育ニ ー ズの把握 に 努 め ている首長の仔在
が， 改革の進展に重要となっている． また， それ に 加 え て教育政策 に つ いて

表 2-2 1 教育間起 を似先課題 と し て し ＼ る
改吊進展J襄
1,.9:; I 低

ノ入え．
I I I I I 

あ て は ま る

教育I：姐姐 を優先
課題 と し て い る ど ち ら で も な し ＼

あ て は ま ら な い

A
1

 

ノ
r

56 
l (） （） ． 0% 

3芯 1 1 57� 
5(l . 4 %  4 () ． 6% I l (）（） ． 0% 

p < 0 . 0 1  

表 2-2 2 地元の教育ニ ー ズ に 関心があ る
改品：巡展度

あ て は ま る

地元の ニ ー ズ
に閃心があ る I ど ち ら で も な い

1 25 
42 . 8% 

1 67 う
ツl，

 

ツ一

57 . 2% I 100 . 0% 
49 

あ て は ま ら な し , I 40 . 8% 
7 ] 1 20 

59 . 2% / l00 . 0% 
58(） ��

 
L
J
 

�
 
．

 
．

 
[
I

 
L
CO
 ノ 蒜 ．

Iご1 1, 1 

叫 4 % | 49 . 6% | l (）（l . 0% 
p < () ． （） 1 

教育

有意

教育長

—□ il 2 7 --- () 0(i -

52 (）% 1 47 1% 11)［） ． 0% 

ツ
J 1 9 l 

-r-＂
 

1, •む □□ fr,, I 

411(i1- 739 

ー

’�

�

 



50 2 革 教育改革の進展 と 白 治体教育行政 の 特性 （ そ の l )

表 2 - 2 3 教育政第 に つ い で「青報通

教育政策 に つ
い で1l'i報通

あ て は ま る

ど ち ら で も な い

あ て は ま ら な し l

合 計→

4 :3 . 4 %  I 56 . 6% I 100 . 0% 

58 ] 569 | l ] 5(J 

50 . 5% I 4 9 . 5% 1 1 00 . 0% 

p < O . Ol 

表 2 -24 教育政第 0) ア イ デ ア が翌富

改革進展度
ムに1 ＝ 叶

・
1
ー19二、9i 一J 低

261  205  4 66 
あ て は ま る

56 . 0% 4 4  0% 1 00 0% 

教育政策の ア 258 276 534 
イ デ ア が敗富 ど ち ら で も な し )

4 8  3% 5 1  7% 1 00 0% 

63 90  1 1 53 
あ て は ま ら な い

4 ]  2% 58 8% 1 00 0% 

582 5 7 1  ] 1 53 
合 計

50 5% 49 5% 100 0% 

p < 0 . 0 1 

情報通で， か つ ま た 教育政策 の ア イ デ ア が豊 富 で あ る と い っ た ， 教育 に 関 し

て の 識見 を 有 し て 政策形成上 の ア ド バ イ ザー と し て の 役割 を 担 え る 首長 が，

改 革 の 進展 に と っ て 重要 で あ る こ と が わ か る ．

(b) 首 長 の 議会答弁 の 有無

つ ぎ に ， 教育 に つ い て の 議題 に 関 す る 首長 の 議会答 弁 0) 有無 と 改革進展度

と の 閃係 を 分析 す る と ， 首長 の 議会 答 弁 が 「 あ る 」 と 答 え た 自 治体 で は ， 改

革進展度 の 洞 い 群 に 属 す る 教育 委 員 会 が 約 65 ％ に の ぼ る と い う 結果 と な っ

た ． 反対 に ， 「 な い 」 と 答 え た 教育委員 会 で は ， 53％ が改革進展度 が低 い 群 に

し て い る （ 表 2-25 ) .

口令1

祁口：

ロ

属



4 学校支援0) 教育改叩 の進展 を 規定 す る 要 因 の 分析

表 2 - 2 5 首長 に よ る 議会答弁

改品辿展度
に^1 芸1:, i 

1 L 9 9 J 低

1 33 73 206 
あ る

64 6% 35 4 %  100 . 0% 

了＇『長 に よ る
J ．�） ぅJ r̀ ) 369 704 

議会答弁
時 々 あ る

1 7  6% 52 4% 100 0% 

l 1 5  l 3 l 246 
な し ,

I 4 6 . 7 %  5 3  3% 1 00 0% 

583 573 1 1 5G 
ム[l そii:-I-

り() 4 %  4 9  6 %  1 0 0  0 %  

p < 0 . 0 1 

(c) 首 長 の 教育行政 ・ 政策過程への ス タ ン ス

5 1  

最後 に ， 首長の教育行政 ・ 政策過程への ス タ ン ス と 改革進展度 と の 関係 を

分析 し た ． こ こ で は ， 「教育政策 に 関 し て は， 全面的 に 教育長 に 委任 し て い

る 」 ， 「教育長 の ア イ デ ア を 尊重 して く れ る 」 ， 「教育長 の政策提言 を 積極的 に

サ ポ ー ト し よ う と し て く れ る 」 ， 「教育政策 に つ い て ア イ デ ア や 提言 を杖極的

に 出 し て く れ る 」 ， 「政策発案 を す る こ と も あ る が， そ の場合 も 教育長や 教育

委員会 と 事前 に 協議 し ， さ ま ざ ま な 意見 を 調整 し て 政策 の 実現 を 目 指す こ と

が多 い 」 ， 「教育政策 の 多 く は， 首長部局 と の事前 の 協議が不可欠 で あ る 」 ，

「頻繁 に 教育政策 に つ い て の 説明 を 求 め ら れ， 場合 に よ っ て は 若 干 の 変更 を

求 め ら れ る 」 ， 「首長 自 身 の 教育 ビ ジ ョ ン を 教育長や 教育委員会 を 通 し て 実現

し よ う と す る 」 ， 「教育政策へ の 具体的 な 指示 を す る こ と が あ る 」 と い っ た 質

間項 目 に 対 す る 回答 を 分析 に 用 い た ．

首長 の 教育行政 ・ 政策 過程 に 対す る ス タ ン ス の 中 で， 改革の 進展 に 影縛 を

え て い る も の は ， 「教育政策 に つ い て ア イ デ ア や提言 を積極的 に 出 し て く れ

る 」 ， 「首長 自 身 の 教育 ビ ジ ョ ン を 教育長や教育委員会 を 通 し て 実現 し よ う と

す る 」 ， 「教育政策への具体的 な 指示 を す る こ と が あ る 」 で あ っ た （表 2-26~

表 2-28) .

こ れ ら の知見か ら 示唆 さ れ る こ と は 明 白 で あ る ． 首長が， 地域の 教育問題

や教育ニ ー ズ に 高 い 関心 を持 ち ， 教育問題 を 優先課題 と し ， 政策 に つ い で情

報通で あ り ， そ し て ， 教育政策過程 に お い て も ， 教育長 の 改革 の 取 り 組み に

対 し て ， 直接的 で あ れ， 間接的であ れ， コ ミ ッ ト メ ン ト の高 い 「教育」 首長

（教育改革 を 優先課題 と し た ブ ッ シ ュ 元大統領が 自 ら を 「教育」 大統領 と 称 し

| l 

与
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表 2-26 教百政策 ア イ テ ア の提供

教育政策 ア イ
デ ア の 捉倶

あ て は ま る

ど ち ら で も な し ｝

あ て は ま ら な し ＼

合 ，-；-1

p < 0 . 0 1  

表 2- 2 7 白 こ の 教育 ビ ジ ョ ン の 実 況 に 熱心

改吊畢展疫
’― ノI�~ ‘1 -

1 
；1 l ' -1\•,＇-J - 低

'ー） ・'）)← 1 1 64 4 l) 1 
あ て は 主 る

59 ] %  40 9% 1 00 . 0% 

2 1  l 2 3 (） 4 4 l Pl 己 の 教育 ビ ジ ョ ン
ど ち ら で も な し ＼

I 4 7 . 8% 52 2 %  I J OO 0% の 実現に 熱心

] 2 8 1 78 306 
あ て は ま ら な し )

I 4 1 8% 泌l 2 % 1 00 0 %  I 
576 :)72 Jl 4 8  

合 ，；1 
I 1 5(） . 2 %  4 9  8 %  !00 ll% 

p < 0 . 0 ] 

表 2- 2 8 教育政第 への指示 を 行 う

p < 0 . 0 1 

！ 心いり訳）り l 
j—·/]�ロ}□1 年1

叫 I i38 1 52[I 

芍11%，
1

15 (1% | l 1)（1 11% 

ロ
ー

， 

ロ
よ目�．
に1 9, 1 

•一
］
！あてはまる
I 

牧育政策への
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た こ と に ち な ん で い え ば） と も呼 ぶ べ き 首 長 で あ る こ と が， 教育長 が教育改
を 廿［進す る 上 で重要な意味 を 持 つというこ と で あ る ．

( 4 ) 地域住 民 の特性

地域住民の特性 に ついては， 分析の結果， （a)住民｛象と (b)住民 リ ー ダー の

役割 0) 2 点 で， 改革進展度とのI→1il に 有意 な 閃係 が見られた． それぞれについ

て， 確認していこう．

(a) 住民｛象

住民像 に ついては， 「教育 に 対す る 関心が高 い 」 ， 「 公聴会や 集会な ど に 参加

する住民 が 多 い 」 ， 「教育委員会の ホ ー ム ペ ー ジ や 電子 メ ー ）レ ， 電話な ど を 利l

}1]して ， 教育間芯 に 閃する意見 を 寄せ る 住民が多 い 」， ［地域 では多 く の ｛主民

表 2-29

ノヽ·；し ●
I �-l i i | 

あ て は ま る

教育 に 対 す る 1見l心が高 t

改吊進展度

高 7 低
（̀J!） | 889 

1 00 . 0% 

62 . 6％ 二
1 0  7

ーー

4 1 . 2% I 58 . 8% I 1 00 . 0% 

ム 弓 •
に9 9 , 1 

8
 

[
I
 

Lヽ
り S7 1  l ] 4 l) 

5(） ． 3% | 4 9 .  7% | l (）0 . 0% 

p < () . （） ］ 

表 2-30 集会 に 参加す る ｛主民 が 多 い

改伯進展度
ノ
9

―_入
9

苔1 ,＿ 1 
.1.ヒ,-.,.tj . 低

1 95 1 2 4  3 1 9  
あ て は ま る

6 1  1 %  38 9% 100 0% 

集会 に 参加 す る 303 3 l 4 6 ] 7 

住民が多 い
ど ち ら で も な し l

49 1 %  50 9% 1 00 0% 

78 1 28 206 
あ て は ま ら な し l

37 9% 62 1 %  l (）0 0% 

576 566 11 42 
ノ仁�、

9 声9 , 1 

50 4 %  4 9  6% 100 0% 

p < O . O l 

革

教育に対す
閃心が高い
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表 2-3 1 意 見 を 奇 せ る （訂t民が多 し ;

認見 を脊せ る
住民が多 し ＼

あ て

合 壮
50 . 3% \ 4 9 . 7% \ Hl0 . 0% 

p < （） ． (l l 

表 2- 3 2 住民 団体の 活動が活発

改革悲展度
.-6.ロ =i;|· 

.I.l ..9:— J 低

356 2SO 606 
あ て は ま る

58 7% .1 1 3% 100 . 0% 

住民団体の 1 77 227 4 (） 4 

活動が活発
ど ち ら で も な し ヽ

43 8% 56 . 2 %  1 00 0 %  

4 5  93 1 38 
あ て は ま ら な い

I 32 6% 67 4 %  1 00 0 %  

578 570 1 148 
令LI 叶I I 

50 . 3% 4 9  7% 100 . 0% 

p < 0 . 0 1 

団体が活発 に 活動 してい る 」 の質問項 目 を 分析 に用 いた．

住民｛象 につ いては， 分析 に 用 いたすべての項 目 に お いて， 改革の進展度 と

の間 に 有意 な関係が見られ る ． す な わち， 教育関心が高 く 集会 に 参加す る な

ど市民意識の島 い 地域住民の存在は， 改革進展のための重要 な政策環境 と い

え る （表 2 -29～表 2-32 ) .
(b ) 住民 リ ー ダ ーの役割

教育長と住民 リ ー ダー と の関係と改革進展度との関係 を 見 る ため に ， 住民

リ ー ダーの果た し てい る 役割 に 関す る 質問項 目 の回答 を 用 いた． 分析 に 使用

した質問項 目 は， 「 教育改革のア イ デ ア を 出して く れ る 」， 「 教育政策 に 関す る

I 改収進展度

I 
合計—灼•- 低

158 56 214 
あてはまる

73 8% 26 2% JOO 0% 

282 252 53、1
どちらでもない

52 8% 47 2% ]()(J 11% 
I 

1 3 5 260 3 9 5 
はまらない I 

34 2% 65 8% JOO 0% 

.r ) -1 r ,) 568 I l!H 
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意見の調整に役立っている」，「教育政策についての住民の評価を知らせてく

れる」，「教育に対するニーズについて知ることができる」，「教育政策への理

解と支持を広める上で重要な役割を担っている」である．

住民リーダーの役割と改革の進展度とのクロス集計の結果は，住民像と同

様に，すべての項目に関して改革の進展度と有意な関係が認められた（表

2-33～表2-37).

これらの分析結果からは，地域住民との関係では，地域住民が，教育への

閃心が高く，住民集会への参加率も高く，教育間題の解決に意欲的な自治体

の教育委員会においては，学校支援の教育改革が進展していること，また，

住民リーダーが，政策のアイデアを出したり，住民の政策評イilliを伝えるなど，

教育長にとって，教育政策の立案，実施，評価に関わるさまざまな局面にお

表2-33教育改革アイデアの提倶

改叶妙仕展疫 ,--合計·
低

| 
] 52 76 228 

あてはまる
66 7% :n 3% 100 0% 

I 
325 325 650 教育改吊アイどちらでもない

50 0% 100 0% 50 0% デアの提供
I 

99 166 265 
あてはまらない

I 37 4% 62 6% 100.0% 

576 567 l l 4 3 
合計

り()4% 49.6% 100.0% 

p<0.01 

表2-34教育政策士の意見調整に貢献

I 改革進展疫
合計

I 
.I .し9.」9.J • 

低

163 84 247 
あてはまる

66 0% 34.0% 100.0% 
教育政策上の3] 3 332 645 
意見調整に貢どちらでもない
献48 5% 51.5% 100.0% 

100 151 251 
あてはまらない

39 8% 60.2% 100.0% 

576 567 1143 
合計

50 4% 49.6% 100. 0% 

p<0.01 

I 

I 
岳t I 

I 
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表 2- 3 5 什氏 の 教育政策謹価の 伝 逹

p < I) 合 () ] 

表 2-36 教百ニ ー ズ の 仏辻

改品巡展炭
ノI� ； 三ヽ9 祐

1
, 1 ＿ 

と1・,9-�．9, �J 一 低

326 209 .「）．‘̂}J 「,） 

あ て は ま る
60 9% 39 ] ％  1 00  0% 

教百ニ ー ズ 203 269 4 72 

の伝逹 43 0% 57 0% ] ()() 0% 

46 89 I ] 35 
あ て は ま ら な い

34 l % 65 9% ] ()() 0% 

575 567 l ] 4 2 

50 4 %  49 6% J OO 0% 

p < 0 . 0 1 

表 2-37 教行政策への 町府 と 支持 に 貢献

I 改革．進展）及 I 
• 合計-闘, __ 

3 ] 4 2 1 2  I 526 
る ！ 

59 7% 40 . 3% 1 00 0% 

2 (）｛) 264 4 64 
も な し ヽ ：

4: 3 1 %  5 6  9% 1 00 . 0% 

6 1  90 ] 5 l 
，�‘ク） ‘は}｀ 、 し ＼ I I 

59 . 6% 1 00 0% 40 4% 

I 575 566 1 1 4 1  
h-. にt "t, -11 -

I 50 . 4 %  49 . 6% 1 00 . 0% 

p < O  0 1  

口令1
ヽ �

{＿i民0)

政笈，；•I'

伝送

·--- ---•••一ゴ

合 計. l 

教f)政鉛への
削＇［府と支持に
貞iii)：
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い て 重 要 な 役割 を 果 た し て い る と 認知 さ れ て い る 自 治体 に お い て ， 教育改革

が進 ん で い る こ と が明 ら か に な っ た ．

こ れ ら の 知見が示 唆 す る の は ， 地域住民 の特性 は ， 教育改革 を 推 進 す る 刺

激剤 と し て 作用 す る と い う こ と で あ る ． 地域住民 の 教育関心が高 く ， 住民団

体 の 活動 も 活発 な ， い わ ゆ る 「市民意識の 高 い 」 地域社会 で は ， 政策評価 の

情報 が伝 え ら れ る な ど ， 教育改革の取 り 組 み へ の 反 応 も 素早 い ． そ う し た 住

民 の 存在 自 体 が， 教育長 に と っ て は 教育 改 革 に 対 す る 「見 え ざ る 」 プ レ ッ

シ ャ ー と し て も ， 改革 を 後押 し す る サ ポ ー ト と し て も 作用 し て お り ， 教育長

が改革 に 対 し て 意欲 1'.1勺 に 取 り 組 む こ と へ の イ ン セ ン テ ィ ブ （誘 因 ） と も な っ て

い る と い う こ と で あ る ．

( 5 ) 教 員 団体 の特性

教員 団 体 の 特性 と 改 革 の 進 展 と の 慄l 係 に つ い て は ， （a） 定期 的 な 会 談 の 有

軋f、 と (b) 教員 団 体 の 役割 に 関 し て 有意 な 関係が見出 さ れ た ．

(a) 定期的 な 会 談 の 有無

教員団体 と 教育委員会 と の 定期1]{） な 会談 の 有無 と 改革進展度 と の 関係 を 見

る と ， 「 す べ て の 教員 団体 と あ る 」 と す る 教育委 員 会 で は ， そ の 6 1 ％ が改革進

展度が高 い 層 に 属 し て い る ． 改革進展度 が高 い 層 に ｝属 し て い る 教育委 員 会 の

割合 は ， 「一部の教員 団体 と あ る 」 で 55 % , 「行 っ て い な い 」 で 42 . 9% と な っ

て い る ． こ の こ と は ， 教員 団体が教育委員 会 と 定期 的 に 交流 し て い る ほ ど 改

革が進展 し て い る と 解釈で き る （ 表 2-38) .

表 2 - 3 8 教 員 団体 と 教育委 員 会 と の 定期的な会談

す べ て の教 員

団体 と あ る

教罠団体 と 教育
一部 の 教 員 団

委員会 と の 定期
体 と あ る

的 な 会 談

行 っ て い な い

／I二1 呑1, 1 ． 

改革巡展度

1\も�一 低

160  1 0 1  

6 1  3% 38 7% 

173 1 4 ] 

55 1 %  4 4  9% 

243 325 

,12 8% 57 2% 

576 567 

50 4% I I 4 9 6% 

合計

261 

1 00 0% 

3 l 4 

1 00 0% 

568 

1 00 0% 

1 1 43 

100 0% 

p < 0 . 0 1 
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(b) 教員団体の役割
教員団体の役割と改革進展度の関係の分析に おいて は 「現在進んでいる教

育政策や教育改革についての竹否 な ど， 教員の評価を知る こ とができる」， 「あ
な た が詔知 し ていないよう な 教育間題についての1青報を得る こ とができる」，
「教育政策実施の上でのアイ デ ア を得る こ とができる」， 「教員の関心が高い教
育政策の領域を知る こ とができる」， 「教育政策を進 める」こでの課題を知ること
ができる」 とい っ た， 質間項 目 に 閃する回笞を使）］］した （表 2-39～表 2- 41 ) .

分析の結果は， 「教育政策 への教員の評価を知る こ とができる」， 「教員の閃
心の高い教育政策領域を知る こ とができる」 ， 「教育政策推進上の課附が理解
できる」 について改革進展度との間に 有意 な 関係が見られ た ．

こ れらの知見に附ら し てみると， 教員団体 は， 教育長の改革推進のリ ー

表 2-39 教肯政策 へ の 教員 の評価 を 伝達

あ て は ま る

教育政策への

I 

教
伝逹

只 の評価 を ど ち ら で も な し )

改吊進展疫 j 合計
砂

低 一I� 

204 148 I 352 

「58 0% 42 0% I 100 0% 

236 2 4 3 4 79 

49 3% 50 7 %  1 00 0% 

1 3 1  ] 72 3 (） 3 
あ て は ま ら な し )

I 43  2% 56 8% l (）（） . 0% 

p < 0 . 0 1  

表 2-40 教員 の 教育政策」［） 関 心 を 伝 達

口 在1

I 
I 

2 11 1 58 369 
あ て は ま る

57 2 %  4 2 . 8% l (）0 .  0% 
教員 の 教育政 225 238 4 63  
策」• O)閃心 を ど ち ら で も な ＼， ヽ
伝逹 48 6% 5 ] ． 4 %  1 00 . 0% 

1 3 3 l (:j7 300 
あ て は ま ら な し S

4 4  3% 88 7% 1 00 . 0% 

569 563 1 1 32 
合 汁

so :i% 49 7% I J OO 0% 

p < (Ull  

I 
57] 563 1134 

合 計
51] ． 4% 49.6% ]()0.0% 

| 
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表 2 -4 1 教育政策猟進上の課題 を 伝逹

改11',:進展度

｀丁□
一 合計

二□ 45.I 
あ て は ま る

教育政策推進
上の課題 を 伝 I ど ち ら で も な い
達

56 . 2% 43 . 8% � 

あ て は ま ら な い

1 98 

4 6 .  7% 

] 1 7 

226 I ,1 2,1 

53 . 3% j 1 00 . 0% 

] 3 8 u
r”
 

L
3
 

?I
 

ィ>- S9 
に1 ii-I - ーニニ

ダ ー シ ッ プ に と っ て， 政策上のア イ デ ア を 提供す る と い う より は ， 政策 に 関

す る 評価情報 や政策 に 関 す る 教員の関 心の所在 を 確認す る と い う よ う な ， 改

革 を 進 め る 上での フ ィ ー ド バ ッ ク 機構 と しての役割 を 果 た す こ と で， 教育改

革 に 貢献して い る と 推割 さ れ る ．

5 分析結果 の 示唆 す る も の 一 教育 改 革 を 推進 す る 自 治体 と は 一

さ て， こ のよ う な 分析結果 は ， い か な る 意味合 い を 持 つのであ ろ う か ． 教

育委員会制度の再編成や有効性の向上 と い う 今 日 的課題 に 対 し て い か な る 示

唆 を 含 んで い る のであ ろ う か．

周 知 0) よ う に ， 教育委員会制度 に 関 し て は ， そ れが自治体教育行政の担 い

手 と しての正統性 と 有効性 を 持って い る のか， と りわけ， 地方分権の時代に

あ っ て， 自 治体独 自 の教育行政の展 開 ， 教育改革の推進主体 と して存続可能

な 装置 として再生し う る のか と い う こ と が切実に 問われ， そのための方 策 は

何 か が重要 な検討課題 と な っ てい る ． そ して， その課題 は ， 運用上の改善 や

創意工夫で対応でき る の も のなのか， 法改正 を 伴 う 制度改革 を 必要 と す る よ

う な 課題 なのか， あ る い は ， 合議制行政委員会方式の独立 し た 執行機関 と い

う 現行制度の根幹 に 当 た る 部分 を 見直 し 変更す る よ う な構造改革への取り組

み な く し て は 達成 できな い 課題 なのか ． こ う し た 制度の再編 な い し 再生 に 関

わ る 問 いの解明が求められてい る ．

こ う した 問 い に われわれの分析結果 は何 を 示唆 す る のか ．

例え ば， 教育委員会が教育識見 に 優れた 教育委員から構成 さ れてお り ， そ

して教育委員会会議が事務局の リ ー ド で進行す る 形式的 ・ 儀式 的 な も のに終
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始せ ずに， 教育委員 が地域の教育ニ ー ズを提起したり， 政策 ア イ デ ア を提供 ・
交換する場とな っ ていることな どの教育委員 会 （ 狭義）の特[|生が改革の批遮 に
閃 わ ることが町らかにな っ たことは， 今後の間度百編 の 方 I句 に と っ て示唆的
である． という の は， 教育委員会廃止論の根拠の 一つ に な っ ているの が教育

会 （狭義） の 形1核化であるが， これらのデ ータは教育委員会 （狭義） の 存在
どこ に あ るの か， どう すれば， その存在理 由を主張できるかを雄弁 に

っ ており， 教育委員 （会） が無用な存在であることをやめ， その存在意義を
発札l1する条件がここ に は示唆 さ れているからである ．

教育委員会制度 の在り方を め ぐ る議論において， 必ず論議の的にな っ てき
はその本来 の機能を発揮しているの か， 白治体教育行政の 最

としての 教育長を補佐 す る機構として機椛している の か であ
り， その 組織機構としての未整備， 組織的陣容 の 不 足 が「閏題として取り上げ
られてきた． そ も そ も教育委員会に首長部局とは独立し た 独 白 の事務局 が法
制上組織 さ れるのは， 教育行政に固有 の 専門化tが求 め ら れること， とりわけ，
学校に対する専門的事項に関わる指導と助言 に 従事する教育指尊行政という
ほ か の 行政分野 に ない専門的業務を担う機構が不可欠であるからであり， そ
のことによ っ て教育委員 会の存在理 由 が主張 さ れてきた ．

しかし， 現実は， それを担う べき指導主事が配薗 さ れていない事務局が大
勢を 占 め ， それ に より， 教育委員 会制 度 の 根幹 へ の疑念， すなわ ち 教育行政
の 専 門性は何 によ っ て担保 さ れるのかという 疑念をかきたててきた面があ っ
た こ とは否定できない． しか も， そ の 組織陣容 の 充 実が叫ばれながら も大き
な伽j度・政策 の展開 もない ま ま に， 分権時代ー すなわ ち 自 治体が それ ぞれ に
独 自の政策企画力 に ものをいわ せて特色ある教育行政を展開しなけれ ばなら
ない新た な時代 ーを迎えている． 事務局 に 関するわ れわ れ の分析結果は， ま
さ に これ ま でい く どとな く 提起 さ れ続けてきたことの意味， つ ま り， 教育行
政 の 活性化 に と っ ての事務局 の整備・充実が不可欠である こ とを実証 し てい
るといえる． すなわ ち ， 事務局は ま さ しく教育改革の推進 に と っ てイ ン フラ
ス ト ラクチ ュ ア （土台 ） としての意味を持 っ ていることが明らかで， 指 導 主事
などの 専門的教育職員 の 配i置や教育叫修 セ ンタ ー の 設置など も含 め て，
同 の 組織機構としての整価・充実は， 組織の 内外 に わ た っ て広範な コ ミ ュニ
ケ ー シ ョ ン の ネ ッ ト ワ ークの構築を促し， 地域 の 教育問題 に 関する情報の 伝

と交換を促進することにより， 教育長の 政策的リ ー ダ ー シ ッ プを支えてい
る． その意味では， 市町村合併 に よる事務局体制の 弛化は， 教育委 員 会制度
可編 の意味 のある一つ の 選択肢であることは ま ち がいない．

委員

意義が

語

たのが， 事務局

高執行責任者

達

事務



5 分析結果の 示 唆 す る も の 6 ]  

首長が教育行政の活性化にとって重要な存在であること は ， の任

命権 限， 教育予算の編成 ・執行権限と い う， その教育行政権限の性質か ら い っ
て 当 然に予想 さ れることであり， 今 日 ， 先尊 的な教育改革に取り組 ん

で いることで知 ら 九て いる 白 治体がそうである よ うに， 教育間題への関心が

高 く ， 問題解決 への コ ミ ッ ト メ ン ト の高 い 首長， そして， 教育l均題 を 優先 し

て教育行政 ・ 政策過程に対して積極的かつ支持 的に関与 する首長の下で は ，
教育改革が進展 し て い ることが明 ら かになった． こ

行政0) 「政治l
I.
I勺 中 立性」 の確保 と し ＼う名の下に，

は ， 教育長が教育

と の連携 ・ 協働 を 軽祝
し， 教育行政の独立 を 志 向 することで は 地域の教育間題の解決に は つなが ら

な い こと を 示 唆 する． 臼し ろ ， そうした教育行政の独立 を 志 向 する ス タ ン ス

で は 孤立 を 招 く こ と， 教育長の側か ら 首長 と 積極 的に按触 ・ 交 流 を 認1 り ， 教
育 ニ ー ズ を 語り合 い ， 教育間題 を 共 有 し ， 教育 ビ ジ ョ ン を 前かめ 合うこと を

しな ければ地域の間題解決 は 支 障 を 来 す こと を 物語って いる．

住民 と の関係であるが， 住民の教育I関心度にし ろ ， 住民集会への参加度に

し ろ ， それ ら が高 い自治体で は教育改革が進んでいること， ある い は ま た，

住民の地域活動が組織化 さ れており， 教育行政 ・ 政策過程にも積極的に関わ

り を 持 つ住民 リ ー ダーのいる自治体にお いて教育改革が進んでいること は ，

地域の市民社会と し て の成熟 （あるい は ， 地域住民の由民 と しての成熟度と

いいかえても よ い ） が， 地域独自の教育改革への取 り 組みに見 ら れる よ うな，

自主 的かつ積極的な教育行政の展 開にとって不可欠の要因であること を 示唆

し て いる． こ の事実は ， 教育長が政策 を 推進する際， 手がか り になるのは 住

民の教育への閃心のあり よ うであり， ニ ー ズ であるこ と を 暗示 してお り， 住

民への説明責任 を 念頭に置 き なが ら 施策 ・ 事業 を 推進 して い ること をうかが

わ せるものと い える ． 教育行政にとって住民参加が重要であるの は ， それが

重要な制度理念の一 つで あるか ら で は な く ， 現実に教育長の リ ー ダー シ ッ プ

行動に 「正統性」 の根拠 を 与え， それ を 左右する要因であるか ら ということ

がこうした デ ー タ か ら 理解で き る．

教員団体と教育委員会 と の関係の在り方 は自治体に よ って さ ま ざ ま であ

り， 教育委員会の進め る教育改革に教員団体が どう関わっているかについて
あ ま り研究的関心が払われて き たと は い えない． われわれの調査結果に よ れ
ば， 教 員 団体が教育委員会 と 定期 的に会談の機会 を 有 し て お り ， そうした機

会 を 通し て ， 教員による政策に対 する評価や その政策への関心の所在 を 確認

で き る よ うな情報の フ ィ ー ド バ ッ ク が行われている自治体で は ， 教育改革が

相対的に進んでいることが明 ら かになった． これ は ， 教育委員会の側で， 教

郡実，

の事実

首長

教育委員
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員 団体 を 通 じて学校のニ ー ズ を 知ることや崩策 ・ 事業の評価柏報 を 得る こ と

が， 廊策 ・ 事業 を 企 I[hi • 実施する上 で必疫 な こと を 教 え るものであり， 今 日 ，

団体と教育委員会との相互交流も教育行政 ・ 政策過程の動 向
味 を畠 びて い ることをうかがうことがで き る デ ー タ とい える ． つ ま り， 自 治

1本における教員団体の特性に関する デ ー タ も， 教育団体が地域の教育行政に

とっ て鱈視で き な い 存在 で あ ること を 示唆 している ．

6 残 さ れ た 課題

以上 に お いて， 訓査結束から示唆 さ れることを ま とめて き た． ただ， 本章

の分析 で改晶 を 規定することが明らかにな っ たこれらの疫囚 は， どの 自 治体

にも氾在する疫 囚 で は ない ． そ う し た要囚 を 十分 に 備えた 白 治1本もあ れ ば，

そ う で な い 白 治体もある． 例えば， 教育改革の進展 に 関して 自 治体の人 口 規

模 ごとに大 き な バリ エ ー ショ ン が生 ずるの は 叫 そ のた め で あると考えら九

る． し たが っ て， これら教育改革の推進と統計的に有意 な 閃連性 を 持つ諸要

囚の布置連恨lが人 口規模 に よ り， どの よ う なるかの検証が必疫 になる．

このI！廿いの解明 は， いう ま でも な く ， 教育委員会制度論における

論」 の検討 に直結することで あり， 今 日 的課題とな っ て いる， ri刊ll]オ寸合併に

よる教育委員会事務局の整備 ・ 充 実 や 教育行政の広域化間題 を 検討する上に
示 唆 を 与えることにな ろ う． ま た， 人 口 規模が どの よ うに1関連 し ているかの

解明 は ， 制度再編のための対応課題 な い し 戦略に 自 ずと影聾 を 及 ほすことに

な ろ う ． この解明 は， 4 章で試 みる．

もう一 つ， 重要な， 残 さ れた課題があ る． そ れ は ， 改革推進 を 規定する嬰

因と し ての意味が明らかにな っ た関係 ア ク タ ー （およ び， そ のリ ソ ー ス ） の諸

特I、生のう ち ， どれ （誰） が相対的に重要なのかという間いの解 明 で あ る． つ ま

り， これ ら 閃係 ア ク タ ーの詰特性 は 自 治体教育行政の場＝状況 を 構成し， 改
革の推進 に 関わる要囚 で あ ること は た し かで あるとしても， 改革推進要囚 と

し て 同 じ 比重 を 持 っ て改革の推巡 に働いているか どうか は 明 らかに で は な

い ． 教育改州のJ1い［進嬰因としての祖対的 な規定力 を 解明する必要があ る． 教

育改革 を 教育長が推進する上 で も っ とも重要 な 要因 は 首長の特性 な のか （例

えば， 首長が 「教育」 i打長 的存在 で あ るこ と がも っ とも重要 なのか） ， 事務局

の特性 な のか （例 え ば， 事務 局の組織 陣容の整 備 充 実が も っ と も重 要 な の

か） ， あるい は ， 教育委員会 （狭義 ） の特性 なのか （例えば， 教育委員会会議が

政策 フ ォ ー ラ ム と し て実質的に機能していることがも っ とも重要 な のか） な

ど を 叫らかにする必要がある ． これら関係 ア ク タ ーの諸特J「生の相対的 な 規定

教貸 ぎ＇な
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6 残 さ れ た 課題

カ の 解 明 も ， fl月 度 再編 の 戦略 を 構築 す る

あ る ． 次章 に お い て ， こ の 間題 を 解 明 す る ．

【注】
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を 持 つ こ と は 明 白 で

］ ） 堀 和郎 他 「市 町村 レ ベ ル に お け る 地 力 教育 行 政 の 改 箪 動 向 と そ の 規 応 疫 囚 」 ， 平 成
1 2  • 1 3 �「投 科学研究費補助金 ・ 址盤研究 ・ 研究成果報告内 『教育改，1化 に お け る 教育委
貝 会 の 役 印l ー 地 ）j 教 育 行 政 に 1見I す る 『 中 教 審 答 111 』 以 降 の 動 向 に 注 目 し て -l] 所収
( 2002 ) , pp. 3 2 -39. 

2 ) 柳林信彦 ・ 堀 和郎 「Schoo l - Based M a nagement 政 策 と 学 区教育委 員 会 の 役割転換J

西 日 本教育行政学会 『教育行政＇学研究』 第 24 号 ( 2003 ) :
．

堀 和郎 「ffJ 町付教介委 員 会 の
改 ―.，'j',: 力 を 蒻 め る 」 『 日 本教育行政学会什報』 第 25 号 (2()(),j ) .

3 ) 表 中 の 不 明 と は ， 行政区分 を 間 う 質 間項 日 に 無 同 答 の 数 で あ る ． た だ し ， そ の他 の 質 間
項 目 に 対 す る 回答 は ， 分析 に 使）廿 し て し ) る の で， 合，il叫収数 に は 合 め て し l る ．

4 ) 以 下 の 特1生 に つ い て も ， 同 一 の 変数化 の 手 続 き を と っ た ． （ 1) ～▼ (b) 教育委 旦 会 会 議 0) 特
徴， （ 1) - (c ) 教育委 員 が果 た し て い る 役割J, ( 2 ) - (g) 教育委此 会巾務）百］ の 役 胃IJ, ( 3 )  - ( a )  
首長｛象， （3 ) - (c ) 7竺［ 長 の 教育行政 ・ 政策過利へ の ス タ ン ス ， （ 4 ） - （ a ) ｛i叫心｛象， （ 4 ) - ( b ) 仕
民 リ ー ダ ー の 役割， （5) - (b) 教員 団 体 の 役闊 ．

5) 両者 の 一体化 に つ い て は ， 7 芹． 0） |l' -1 治体教育行政 に お け る 首K と 教育委旦会 と の I見l係

h胄造」 を 参附 ．

6) 例 え ば， 白 治体 の 人 口 規校 と 改，！l!巡展農 と 0) ク ロ ス り、計 を 行 う と ， つ ぎ 0） よ う な ），り が即

表 2-42 人 口 規校別 に 見 た 改訊（進展艮

改が：進展炭

低
メロヘ\ニ叶

1 0 1 250 35 ] 
8 1-^ 人未満

28 8% 7 ]  2 %  1 1 00 0 %  

8 千以上 、3 万 1 69 2 1 2  38 1 
人未満 4 4  4% 55 6% 100 0% 

3 jj以上 5 jj 98 I I | 61) 1 67 

人未満 58 7 %  4 ]  3% mo 0% 
人 口 規模

5 万以上 10 万 1 10 4 3  1 53 

人未満 7 1  9 %  2 8  1 %  1 0 0  0 %  

] 0 刀以上 20 60 ， 69 

万人未満 87 0 %  ] 3 0 %  ]()() 0 %  

6 0  2 62 
2(） 万人以上

96 8% 3 . 2 %  1 0 0  0% 

598 585 1 1 83 
.Lに、1

s9 ', -11 -
50 5% 4 9 . 5 % 1 0 0  0% 

p < 0 . 01 

上で重要な影暫

翡
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解 で き る ． 表 2 -• 4 2 に 見 ら れ る よ う に ， 人 「 1 3 万 ～5 万人 を炭 に ， 改蔀進展度 が 裔 t,, ) 教育
委 旦 会 の 割 合 と ， 低 い 教育委員会 の割合 が逆転 し て い る ． 特 に ， 1 0 万～20 万 人 の 1、I 治
体 で は ， 87％ が， 20 万人以」こ の 白 治体 で は ， 96 . 8 ％ の 教育委員会が改？衣辿展炭 が 高 し ‘]『f
に 屈 し て し ヽ る （ な お ， 人 口 規模 の 影憫 に つ し l て は ， 4 章 に お い て 中 心 テ ー マ と し て 取 り
上 げ て し ヽ る ） ．
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